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平成 年 月

大阪府 商工労働部 大阪産業経済リサーチセンター 

大阪経済の情勢（平成 30 年 9 月指標を中心に） 

「大阪経済は、台風等の影響により、緩やかな拡大が一時的に弱含む」 
 

需要面では、個人消費は、やや弱含みの動きがみられる。コンビニ販売額（近畿）、家電販売額は増加、百

貨店・スーパー販売額、新車販売台数は減少。家計消費支出（近畿）は減少。投資は、持ち直しの動きがみら

れる。住宅投資、非居住用建設投資はともに増加。公共投資は減少。輸出は、一時的に減少。台風 号で被災

した関西国際空港の一時閉鎖が影響し、輸出額は大幅に減少。主要地域（国）向けでは、すべての地域向けで

減少。輸入額も２桁の減少。

供給面では、生産動向は、再び持ち直している。大阪府（ 月）では、生産、出荷はともに上昇。近畿の生

産（ 月）は低下、全国の生産（ 月）は上昇。企業倒産では、件数が ヶ月連続の改善。雇用は、改善してい

る。近畿の失業率は改善。有効求人倍率、新規求人倍率はともに上昇。所定外労働時間（ 月）は減少。

先行きでは、国際金融市場の動きや政治・経済リスクといった海外動向、また西日本豪雨災害、台風、北

海道胆振東部地震による影響などについても、引き続き注意が必要。 
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※前年同月と比較し、上向きの矢印は
「景況改善」、下向きの矢印は「景況悪
化」。ただし、生産指数、有効求人倍率
は季節調整済みのため、前月との比較。
失業率と倒産件数は、減少・低下が景
況改善となり、上向きの矢印となる。

 

景気動向指数  

大阪府 月 では、一致 は上昇、先行 は低下：大阪
府 一致 では、主に「有効求人倍率」、「百貨店売場面
積当たり販売額」が上昇に寄与。
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（資料）大阪産業経済リサーチセンター「景気動向指数」、内閣府「景気動向

指数」 ※H22＝100 

一致 の個別系列の寄与度※（大阪府、 月速報）
百貨店売場 
面積当たり 
販売額 

大阪税関
管内輸入
通関額 

製造工業

生産指数 

生産財 

出荷指数 

人件費 
比率 

(製造業) 

有効求人

倍率 

所定外労働
時間指数
(製造業) 

0.70 ▲0.01 0.46 0.37 0.20 1.02 0.38 
※CIの変化が、個別系列からどの程度もたらされたのかを示した数値。

個人消費  

個人消費は、やや弱含みの動き：コンビニ販売額（近畿）、
家電販売額は増加、百貨店・スーパー販売額、新車販売
台数は減少。家計消費支出（近畿）は増加。

大阪府

全国

前年同月比、％ 百貨店・スーパー販売額
（全店ベース）

 
（資料）近畿経済産業局「百貨店・スーパー販売状況」  

 

業態別の増減（大阪府、全店、前年同月比（％）、 月速報）
大型小売店 合計 P ▲2.0 

うち 
百貨店 P ▲4.4 
スーパー P 0.3 
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貿易  
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（資料）大阪税関「貿易統計」、日本銀行「時系列統計」 ※対ドル為替レート

は、東京インターバンク相場、ドル・円、スポット、中心相場/月中平均。 
 

主要地域（国）別の増減（近畿、前年同月比（％）、 月速報）
アジア（含む中国） ▲26.8 7 ヶ月ぶりの減少 

中  国 ▲32.7 7 ヶ月ぶりの減少 

Ｅ  Ｕ ▲25.7 17 ヶ月ぶりの減少 

アメリカ ▲21.8 6 ヶ月ぶりの減少 

（資料）大阪税関「近畿圏貿易概況・速報」 

 

生産  
生産動向は、再び持ち直している：大阪府（ 月）では、生
産、出荷はともに上昇。近畿の生産（ 月）は低下、全国の
生産（ 月）は上昇。
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（資料）大阪府統計課「大阪の工業動向」、近畿経済産業局「鉱工業生産動

向」、経済産業省「鉱工業指数」 ※大阪府は製造工業指数、Ｈ22＝100 
 

産業別の主な変動（大阪府、前月比（％）、寄与度順、 月速報）

上

昇 

化学（7.5）：医薬品、合成アセトン 

輸送機械（19.3）：自動車用駆動伝導・操縦装置部品、シャ

シー・車体部品 

はん用・生産用・業務用機械（4.2）：はん用内燃機関、混合

機・かくはん機・粉砕機 

低

下 

金属製品（▲10.7）：橋りょう、架線金物 

その他（▲5.1）：平版印刷(オフセット印刷)、工業用ゴム製品

雇用  
雇用は、改善している：近畿の失業率は改善。有効求人
倍率、新規求人倍率はともに上昇。所定外労働時間（
月）は減少。
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（資料）厚生労働省「一般職業紹介状況」、総務省統計局「労働力調査」 

※近畿の完全失業率は原数値。 
 

新規求人数の主要産業別増減（大阪府、前年同月比（％）、 月）
産業計 ▲6.4 
建設業 ▲2.1 
製造業 ▲6.5 

卸売業、小売業 ▲5.9 
宿泊業、飲食サービス業 ▲13.6 

医療、福祉 ▲7.5 
（資料）大阪労働局「大阪労働市場ニュース」 

 

倒産  

企業倒産では、件数が ヶ月連続の改善。
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（資料）東京商工リサーチ「倒産月報」  
 

主な倒産（大阪府、 月）
業   種 負債額（百万円） 

建築・建具工事 674 

 

輸出は、一時的に減少している：台風 号で被災した関西
国際空港の一時閉鎖が影響し、輸出額は減少。主要地域（国）
向けでは、すべての地域向けで減少。輸入額も減少。
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大阪府景気動向指数（ＣＩ・ＤＩ）の動き

．総括表

29年 30年

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

大阪府 120.9 123.5 121.6 123.8 126.6 129.6 126.8 130.5 125.9 129.0 131.0 126.1 127.6 P126.2

近　畿 108.3 109.1 108.8 109.0 112.1 112.0 109.4 112.6 109.7 112.6 111.4 112.0 112.1 P112.3

全　国 104.9 106.2 106.2 106.0 107.4 106.6 105.7 105.8 104.4 105.9 106.6 104.6 103.9 104.5

大阪府 132.5 132.4 133.2 132.4 132.9 134.2 130.3 135.4 132.9 131.3 131.7 127.5 127.8 P130.9

近　畿 123.2 125.0 124.5 125.6 127.1 126.6 124.0 127.0 127.7 128.7 127.8 126.8 123.4 P127.6

全　国 115.6 117.2 116.2 116.3 117.4 119.0 115.0 115.8 116.1 117.5 117.1 116.9 116.1 116.7

大阪府 131.6 134.7 133.6 132.1 134.0 134.0 139.2 140.6 146.4 148.9 140.0 135.0 135.3 P134.9

近　畿 129.0 132.9 131.3 131.7 134.0 130.0 132.1 135.0 134.9 137.8 134.9 135.3 130.4 P132.4

全　国 114.9 115.4 116.1 117.3 117.7 117.8 117.9 118.2 118.2 117.7 118.6 118.1 117.5 118.4

大阪府 85.7 85.7 57.1 42.9 71.4 71.4 57.1 78.6 57.1 71.4 57.1 57.1 28.6 P28.6

近　畿 50.0 66.7 55.6 55.6 77.8 88.9 61.1 55.6 22.2 72.2 38.9 66.7 22.2 P55.6

全　国 63.6 81.8 72.7 68.2 77.3 54.5 59.1 18.2 13.6 54.5 86.4 50.0 20.0 30.0

大阪府 57.1 100.0 71.4 57.1 50.0 71.4 28.6 85.7 42.9 57.1 14.3 28.6 42.9 P42.9

近　畿 42.9 85.7 57.1 71.4 71.4 57.1 28.6 42.9 57.1 85.7 71.4 57.1 28.6 P57.1

全　国 33.3 77.8 55.6 77.8 61.1 88.9 44.4 22.2 5.6 77.8 77.8 66.7 31.3 50.0

大阪府 57.1 85.7 71.4 71.4 50.0 57.1 57.1 57.1 71.4 71.4 71.4 28.6 28.6 P50.0

近　畿 50.0 66.7 66.7 66.7 66.7 33.3 66.7 83.3 91.7 66.7 33.3 66.7 16.7 P58.3

全　国 55.6 66.7 66.7 100.0 100.0 88.9 66.7 66.7 66.7 44.4 55.6 50.0 25.0 37.5

ＣＩ

ＤＩ

（注）・ＣＩは、大阪府・近畿・全国ともに2010(平成22)年＝100。Ｐは速報値。

・ＣＩ（コンポジット・インデックス）は、経済活動を表す主要な経済指標の中から景気に敏感に反応する指標を選択し、先行、一致、遅行の別に、
それらの指標の対前月伸び率等を合成して、１本の数値にしたものである。数値の見方は、生産指数などと同様で、数値が大きいほど景気が力
強いことを表している。

・ＤＩ（ディフュージョン・インデックス）は、ＣＩと同様の景気に敏感な指標を用い、３ヶ月前の数値と比較して、先行、一致、遅行の別に、いくつの指
標が上昇しているかを調べたものである。

先
行

一
致

遅
行

先
行

一
致

遅
行

．大阪府景気動向指数の動き（一致指数）

ＣＩ一致指数

ＣＩ一致指数３ヶ月後方移動平均

山：H24年03月↓ ↓谷：H24年07月
ＣＩ

年

ＤＩ

年
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全　国 63.6 81.8 72.7 68.2 77.3 54.5 59.1 18.2 13.6 54.5 86.4 50.0 20.0 30.0

大阪府 57.1 100.0 71.4 57.1 50.0 71.4 28.6 85.7 42.9 57.1 14.3 28.6 42.9 P42.9

近　畿 42.9 85.7 57.1 71.4 71.4 57.1 28.6 42.9 57.1 85.7 71.4 57.1 28.6 P57.1

全　国 33.3 77.8 55.6 77.8 61.1 88.9 44.4 22.2 5.6 77.8 77.8 66.7 31.3 50.0

大阪府 57.1 85.7 71.4 71.4 50.0 57.1 57.1 57.1 71.4 71.4 71.4 28.6 28.6 P50.0

近　畿 50.0 66.7 66.7 66.7 66.7 33.3 66.7 83.3 91.7 66.7 33.3 66.7 16.7 P58.3

全　国 55.6 66.7 66.7 100.0 100.0 88.9 66.7 66.7 66.7 44.4 55.6 50.0 25.0 37.5

ＣＩ

ＤＩ

（注）・ＣＩは、大阪府・近畿・全国ともに2010(平成22)年＝100。Ｐは速報値。

・ＣＩ（コンポジット・インデックス）は、経済活動を表す主要な経済指標の中から景気に敏感に反応する指標を選択し、先行、一致、遅行の別に、
それらの指標の対前月伸び率等を合成して、１本の数値にしたものである。数値の見方は、生産指数などと同様で、数値が大きいほど景気が力
強いことを表している。

・ＤＩ（ディフュージョン・インデックス）は、ＣＩと同様の景気に敏感な指標を用い、３ヶ月前の数値と比較して、先行、一致、遅行の別に、いくつの指
標が上昇しているかを調べたものである。

先
行

一
致

遅
行

先
行

一
致

遅
行

．大阪府景気動向指数の動き（一致指数）

ＣＩ一致指数

ＣＩ一致指数３ヶ月後方移動平均

山：H24年03月↓ ↓谷：H24年07月
ＣＩ

年

ＤＩ

年

．大阪府ＣＩ個別系列の寄与度

29年 30年

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

一致指数トレンド成分（先行） 0.18 0.18 0.17 0.13 0.12 0.16 0.11 0.14 0.09 0.02 0.04 -0.01 -0.05 0.00

Ｌ1 投資財生産指数 -0.57 1.65 -2.10 0.24 0.96 2.62 -2.17 -1.02 1.32 -1.31 1.57 -2.04 2.17 -0.39

Ｌ2 生産財在庫率指数 Ｒ -0.06 -0.54 -0.20 -0.38 0.33 0.49 -2.07 1.97 -2.13 0.85 1.04 -0.23 -1.22 1.06

L3 新規求人倍率 -0.28 1.04 -0.65 1.74 -1.18 0.19 -0.50 -0.65 0.79 -0.31 -0.66 1.34 1.06 -1.19

L4 新設住宅着工戸数 0.52 -0.52 -0.04 -0.01 0.20 -1.42 0.19 2.42 -2.47 2.59 1.64 -3.01 0.02 0.23

L5 日経商品指数（全国） 0.55 0.90 1.10 0.19 0.33 0.91 0.29 0.29 -0.87 0.75 0.00 -0.57 -0.48 -0.36

L6 企業倒産件数 Ｒ -0.64 -0.03 0.00 -0.69 1.10 -0.86 1.43 0.57 -1.23 0.95 -1.24 -0.02 0.45 -0.18

L7 景気観測調査（業況ＤＩ） ※ -0.11 -0.11 -0.12 0.94 0.94 0.94 -0.08 -0.08 -0.08 -0.42 -0.40 -0.36 -0.49 -0.48

C1 百貨店売場面積当たり販売額 ＊ -0.22 0.49 0.84 -0.66 0.27 -0.54 -0.05 -0.42 0.10 0.05 -0.67 0.31 -1.02 0.70

C2 大阪税関管内輸入通関額 0.03 -0.03 0.35 0.00 0.34 0.67 -0.71 0.87 -1.18 0.05 0.91 -0.57 0.32 -0.01

C3 製造工業生産指数 -0.03 -0.14 -0.21 -0.48 0.02 0.74 -1.39 1.52 -0.34 -0.74 -0.04 -1.21 0.81 0.46

C4 生産財出荷指数 0.34 -0.35 0.03 -0.14 0.11 0.40 -1.22 1.32 -0.73 0.61 -0.11 -0.77 -0.73 0.37

C5 人件費比率（製造業） Ｒ -0.04 -0.25 -0.26 -0.29 0.10 0.51 -1.34 1.47 -0.67 -0.91 0.27 -1.37 0.97 0.20

C6 有効求人倍率 -0.09 -0.09 -0.09 0.77 0.18 -0.11 0.28 -0.67 0.49 -0.09 -0.38 -0.09 0.19 1.02

C7 所定外労働時間指数（製造業） -0.10 0.27 0.09 0.00 -0.52 -0.31 0.54 0.92 -0.16 -0.51 0.40 -0.48 -0.29 0.38

一致指数トレンド成分（遅行） 0.20 0.19 0.19 0.14 0.13 0.17 0.12 0.15 0.10 0.02 0.05 -0.01 -0.05 0.00

Lg1 製造工業在庫指数 0.46 0.97 -0.76 0.00 -0.43 -0.41 0.12 0.96 1.67 0.13 -1.71 -1.95 0.43 -0.62

Lg2 常用雇用指数（産業計） ＊ -0.23 0.73 -0.22 0.51 -0.23 0.02 -0.27 -0.03 1.25 0.51 -1.10 -1.03 -0.02 -1.47

Lg3 雇用保険受給者実人員 Ｒ 0.15 -0.59 -0.13 -0.73 0.32 -0.58 1.88 -0.61 -0.55 -0.18 -2.55 1.02 -0.27 -0.17

Lg4 大阪市消費者物価指数 ＊ 0.02 0.97 -0.50 -0.02 0.94 -0.05 0.44 -0.07 0.97 -0.07 -0.55 -0.01 -0.97 1.01

Lg5 大阪市実質家計消費支出 ＊ 0.08 -0.81 -0.87 0.16 1.33 -0.04 0.39 -0.33 -0.99 1.41 0.55 -0.22 -0.03 0.31

Lg6 きまって支給する給与（製造業） 1.94 1.69 1.14 -1.54 0.13 0.38 3.11 1.43 2.93 0.83 -2.54 -2.13 -0.43 0.82

Lg7 法人事業税調定額 -1.23 -0.10 0.03 0.02 -0.31 0.47 -0.60 -0.11 0.49 -0.17 -1.10 -0.59 1.64 -0.36

（注）・[Ｒ]は逆サイクル。[※]は四半期データ 、[＊]は前年同月比、他はセンサス局法 Ｘー1３ＡＲＩＭＡーＳＥＡＴＳ による季節調整値を採用。

先
行
指
数

一
致
指
数

遅
行
指
数

・寄与度の内、一致指数トレンド成分は、先行指数、遅行指数それぞれにおける一致指数トレンド成分の寄与度を示しているのものであり、先行指数寄与度にお
ける一致指数トレンド成分と、遅行指数寄与度における一致指数トレンド成分は、異なる。  

．大阪府ＤＩ個別系列の変化方向表
29年 30年

7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月

L1 投資財生産指数 + + - - - + + - - - + - + -
L2 生産財在庫率指数 Ｒ + + - - - + - + - + - + - -
L3 新規求人倍率 + - + + + + - 0 + + + + + +
L4 新設住宅着工戸数 + + + - + - - + + + + + - -
L5 日経商品指数（全国） + + + + + + + + - + + + - -
L6 企業倒産件数 Ｒ - + - - + - + + + + - - - +
L7 景気観測調査（業況ＤＩ） ※ + + + + + + + + + - - - - -

6.0 6.0 4.0 3.0 5.0 5.0 4.0 5.5 4.0 5.0 4.0 4.0 2.0 2.0

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

85.7 85.7 57.1 42.9 71.4 71.4 57.1 78.6 57.1 71.4 57.1 57.1 28.6 28.6

C1 百貨店売場面積当たり販売額 ＊ + + + + + - - - - - - - - -

C2 大阪税関管内輸入通関額 + + + + + + + + - - - + + -
C3 製造工業生産指数 - + - - - + - + + + - - - +
C4 生産財出荷指数 + + + - 0 + - + - + - - - -
C5 人件費比率（製造業） Ｒ - + - - - + - + - - - - + +
C6 有効求人倍率 + + + + + + + + + + + + + +
C7 所定外労働時間指数（製造業） - + + + - - - + + + - - - -

4.0 7.0 5.0 4.0 3.5 5.0 2.0 6.0 3.0 4.0 1.0 2.0 3.0 3.0

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

57.1 100.0 71.4 57.1 50.0 71.4 28.6 85.7 42.9 57.1 14.3 28.6 42.9 42.9

Lg1 製造工業在庫指数 - + + + - - - + + + + - - -
Lg2 常用雇用指数（産業計） ＊ + + + + 0 + - - + + + - - -
Lg3 雇用保険受給者実人員 Ｒ + + + - + - + + + - - + - +
Lg4 大阪市消費者物価指数 ＊ + + + + + + + + + + + - - 0
Lg5 大阪市実質家計消費支出 ＊ - - - - + + + - - - + + + +
Lg6 きまって支給する給与（製造業） ＊ - + + + - - + + + + + - - -
Lg7 法人事業税調定額 + + - + - + - - - + - - + +

4.0 6.0 5.0 5.0 3.5 4.0 4.0 4.0 5.0 5.0 5.0 2.0 2.0 3.5

7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7

57.1 85.7 71.4 71.4 50.0 57.1 57.1 57.1 71.4 71.4 71.4 28.6 28.6 50.0

採用系列数

ＤＩ遅行指数

（注）　ＤＩの指標には、景気に先行して動く先行系列、ほぼ一致して動く一致系列、遅行して動く遅行系列の３つの系列がある。３ヶ月前の数値と比較して、増加し
た指標には＋、保ち合いには０、減少には－をつけている。

[Ｒ]は逆サイクル。[※]は四半期データ、[＊]は前年同月比、他はセンサス局法Ｘー1３ＡＲＩＭＡーＳＥＡＴＳ による季節調整値を採用。

先
行
系
列

一
致
系
列

遅
行
系
列

拡張系列数

採用系列数

ＤＩ先行指数

拡張系列数

採用系列数

ＤＩ一致指数

拡張系列数
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30年７～９月期の百貨店・スーパーの合計売上高

は、８月を除き前年を下回った。百貨店では６月の

大阪府北部地震や７月の西日本豪雨、９月の２度の

台風などにより外国人旅行客の来店が減り売上高に

影響した。スーパーでも台風などの影響で客足が減

少し苦戦した。 

コンビニ販売額は増加傾向にあり、家電販売額は

９月に３ヶ月ぶりに増加した。新車販売台数は、９

月に３ヶ月ぶりに減少した。個人消費は台風などの

影響により、やや弱含みの動きが見られる。 

月  別   概  況 

７月：（平年差）平均気温＋ ℃、降水量＋ ％

７月はバーゲンの前倒しや、連日の猛暑・上旬の西

日本豪雨・下旬の台風 号といった天候要因などから、

百貨店・スーパーともに前年同月を下回る結果となっ

た。外国人旅行客数については、全体としては前年同

月を上回ったものの、６月の大阪府北部地震や上記天

候要因の影響により、これまで訪日者数の伸びを牽引

してきた東アジアの一部地域で訪日需要が抑えられた。

百貨店では、高額商品や化粧品が好調なことに加

え猛暑により日傘、帽子、サングラスやUV関連商品

などが動いたが、天候要因や土曜日の１日減などが

起因し売上高は ヶ月ぶりに前年同月を下回った。

スーパーでは、連日の猛暑が追い風となり、飲料・

アイス等が伸長し、また、災害の影響で缶詰やカップ

麺も伸長した。一方、衣料品・住居関連品はUV関連商

品や扇風機、熱中症対策商品が伸長するものの豪雨や

台風の影響が大きく月間を通じて苦戦し、その結果、

売上高は前年同月を下回った。

８月：（平年差）平均気温＋ ℃、降水量－ ％

８月は連日の厳しい暑さで盛夏商材が好調に推移し

た。外国人旅行客数は、全体としては前年同月を上回

ったものの６月の大阪府北部地震や７月の豪雨の影響

により、未だ一部訪日需要が抑えられている。

百貨店では、台風の接近・上陸があったが、富裕層

やインバウンドが牽引し、売上高は２ヶ月ぶりに前年

同月を上回った。

スーパーでは、野菜相場高が続く農産品や猛暑によ

る熱中症対策商材が好調に動いた。一方で、季節寝具

や殺虫剤等の季節商材は苦戦し、売上高は前年同月を

下回った。

９月：（平年差）平均気温－ ℃、降水量＋ ％

９月は月初に台風 号、月末に 号が大阪に上陸し

大きな被害をもたらした。特に 号上陸時は国内消費

への影響だけでなく、インバウンドの玄関口でもある

関西国際空港の閉鎖など、外国人旅行客にも大きな影

響を与えた。その結果、これまで前年同月を上回り好

調に推移してきた外国人旅行客数は、平成 年１月以

来５年８ヶ月ぶりに前年同月を下回った。

百貨店では、２度の台風上陸により多くの店舗で営

業時間の短縮や休業を余儀なくされたことが響いた。

国内の消費マインドが一時的に低下し、また、インバ

ウンドに関しても関西地域計で外国人旅行客への売上

高、件数ともに前年同月比を下回り低調であった（日

本銀行大阪支店）。その結果、売上高は前年同月を下回

った。

スーパーでは、台風の影響を受け客数が減少したこ

とが大きく響いたが、相場高の野菜や震災特需の加工

食品は好調であった。その結果、売上高は前年同月を

上回った。

百 貨 店 Ａ 社

９月は、台風 号の影響により関西国際空港が甚大

な被害を受け、外国人旅行客の来店客数が激減したこ

とに加え、国内の消費マインドも一時的に低下し苦戦

した。しかし中旬以降は秋冬ファッションや高額品が

好調に推移し、売上高はほぼ前年並みの実績となった。

紳士服：台風により消費マインドの低下はあったもの

の、ファッション感度の高い顧客や富裕層の消費意欲

は高く、海外ブランドを中心に秋冬ファッションが好

調に推移した。その結果、売上高は前年同月を上回っ

た。

婦人服：秋冬のトレンドであるダウンコートや、チェ

ックのアイテムは好調に推移したものの、台風の影響

で客数が減少し売上高は前年を少し下回った。

子供服：子供服は、国内客への売上高は前年並みであ

ったものの、外国人旅行客への売上高比率が比較的高

いことから、台風の影響による外国人旅行客数の減少

を大きく受けた。その結果、ブランドによっては前年

の売上高を越えるものもあったが全体の売上高は前年

を下回った。ランドセルについては、早期前倒しの影

響により前年を下回った。

宝飾・時計：時計は、大きな金額の受注の商談が入っ

てきているが、売上高としては前年を下回った。ジュ

エリーに関しては国内富裕層が牽引する形で売上高は

大きく前年を上回った。

服飾雑貨：化粧品は台風による外国人旅行客の減少と

いうマイナス影響を大きく受け、前年を下回った。一

方でシーズン雑貨は、雨の日が多かったため、雨傘が

最近の消費動向（月別概況・個別ヒアリング） 
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大きく伸長した。靴はショートブーツやスニーカー、

ローファーなどの売れ行きがよかった。

食料品：食料品は客数の影響を受けやすく、台風の影

響で客数が減少したことが売上にダイレクトに響き、

全てのカテゴリーで前年を少し下回った。

百 貨 店 Ｂ 社

９月の売上高は前年同月を下回る結果となった。月

初・月末の台風 号・ 号の影響による店舗休業や

外国人旅行客の来店客数の減少が主な要因である。

紳士服・洋品：スーツやジャケットが動いたものの、

洋品雑貨の動きは鈍かった。

婦人服・洋品：外国人旅行客の支持が高いラグジュア

リーブランドが好調を持続した。ラグジュアリーブラ

ンドは洋服に限らず、バッグや財布などの雑貨類の売

れ行きもよい。一方で、その他の婦人服は苦戦した。

また、近年女性用スーツは需要が少なくなってきてお

り苦しい展開となっている。

子供服・子供用品：外国人旅行客の支持が高い項目で

あるが、台風の影響で外国人旅行客が減少した影響を

受け、売上高は前年を下回った。外国人旅行客に人気

のブランドと国内客に人気のブランドには少し違いが

でており、分かりやすいキャラクターや綺麗な色使い

のブランドは特に外国人旅行客に人気である。

宝飾・時計：高級時計は、外商を中心とした国内富裕

層に対する売上高が引き続き好調であった。その結果、

売上高は前年同月を上回った。

服飾雑貨：外国人旅行客を中心に引き続き化粧品が好

調であった。一方で婦人靴はマイナス基調である。女

性がパンプスを履かなくなってきたり、ロングブーツ

の人気が低迷しているなど人気ファッションの移行や、

外国人旅行客向けの需要がないこと等が要因である。

食料品：台風前日の駆け込み需要はあるものの、２度

の台風による入店客数の減少が影響し売上高は前年を

下回った。

スーパー Ｃ 社

スーパーＣ社の９月の売上高は前年同月をやや下回

る結果となった。客単価や買い上げ点数は前年を上回

ったものの、客数が減少したことや、月初と月末の

度の台風上陸のマイナス影響などが響いた。

衣料品：月前半は気温高・台風 号の影響が大きく売

上は低調であった。３週目は気温低下を受け秋物商材

が動き始めるも、月末は再び気温が上がり、月を通し

て秋物商材の動きが低調であった。一方で、気温高も

あり夏物在庫処分の半袖ポロシャツや婦人サンダルな

どは好調であった。また降水量が多く雨傘などのレイ

ングッズが好調で、災害需要のリュックも好調であっ

た。

食料品：台風の影響もあり客数が減少したにも関わら

ず全てのカテゴリーで売上高は前年を上回った。相場

高が続く農産は好調で、玉ねぎやキウイ、またテレビ

放映の影響で舞茸が好調であった。畜産では引き続き

サラダチキンが好調で、また台風 号、 号の影響

でカップ麺、レトルト食品、レンジで温めて食べられ

るご飯など加工食品が伸長した。また、惣菜ではイベ

ント後に固定客が増えた、からあげが牽引した。北海

道地震の影響で牛乳等の欠品はあったものの、他の定

番商品が動き、乳製品の売上高は増加した。

住居関連：月を通して雨天が多く、また客数が減少し

たこともあり秋物商材の動きは低調であった。一方で

防災企画と台風影響が重なり、安全保護用品が伸長し、

また震災特需で電池・防災関連、卓上コンロ、携帯電

話バッテリーなどが売上高を伸長した。また、残暑が

残る中、夏物寝具や扇風機といった夏物売り尽くしは

好調であった。 （山田 麻由）
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中小企業の動き（平成 年７～９月期／業種別景気動向調査）

「中小企業景況調査」（中小企業庁･独立行

政法人中小企業基盤整備機構）によると、平

成 年７～９月期の全国における「中小企業

の業況は、緩やかな改善基調の中にも一服感

が見られる」とされ、前期の判断から引き下

げられた。その背景としては「相次ぐ自然災

害や猛暑の影響が考えられる」とされる。

大阪府の全産業の業況判断ＤＩは、－

で、近畿より ポイント低く、全国より

ポイント高かった。前期との比較では、全国

及び近畿のＤＩがやや低下する中、大阪府で

は ポイント減と低下幅が大きかった（図

１）。

大阪府のＤＩを業種別にみると、製造業は

－ で前期より ポイントの低下、非製

造業は－ で前期より ポイントの低下

と、ともに業況が悪化した。

近畿の業種別の業況判断ＤＩをみると、製

造業では、「窯業・土石製品」「木材・木製品」

など７業種が改善する一方、「パルプ・紙・紙

加工品」「家具・装備品」「機械器具」など６業

種では悪化した（図２）。非製造業では、「小売

業」は小幅に改善したものの、依然として業

況判断ＤＩは－ と大幅なマイナスである。

「建設業」「卸売業」「サービス業」では、業況

判断ＤＩの水準は「小売業」よりも高いもの

の、前期よりも悪化した。「サービス業」の中

では、特に、「飲食・宿泊業」「対個人サービス」

で低下幅が大きかった。

経営上の問題点は、多くの業種で「需要の

停滞」が課題としてあげられた（図３）。製造

業及び建設業では、「従業員の確保難」の割合

が高まり、建設業では ％に達した。「卸売

業」では、「仕入単価の上昇」という課題がみ

られ、前期より ポイント高まった。

全国・全産業の業況判断ＤＩの ～ 月期

見通しは－ で、 ポイント改善を見込

んでいる。

図１ 中小企業の業況判断ＤＩの推移

【地域別】 【大阪府の業種別】

出所：独立行政法人中小企業基盤整備機構「第 回中小企業景況調査（ 年 月期）」

（注）業況判断ＤＩは、「好転」企業割合－「悪化」企業割合。前期比季節調整値。
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図２ 近畿の業種別の業況判断ＤＩの動き

出所：独立行政法人中小企業基盤整備機構「第 回中小企業景況調査－近畿版－（平成 年 月期）」

 
図３ 経営上の問題点（各業種３位まで）の動き

 
出所：独立行政法人中小企業基盤整備機構「第 回中小企業景況調査－近畿版－（平成 年 月期）」 
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プラスチック製品製造業

生産・受注は堅調だが、原材料コストの高騰や調達

難に対応した欠品対策による製造コストの圧迫等によ

り、収益性は悪化し、先行き不安要素を抱えている。

厳しい経営状況の下で、原価低減や稼働率管理によ

る製造方法の効率化を目的に管理情報システム導入は

必須となる。また、先端的に やロボット導入で効

率化の成果を得られた企業がみられる。

業界の概要

プラスチック製品は、各種成形機により、プラスチ

ックを成形した製品である。用途は、機械器具等の部

品、日用雑貨、容器、建設材料、包装資材など多岐に

わたる。

製法は、プラスチックの原料を熱溶解し、圧力を掛

けて金型内に流し込み、冷却することにより成形した

ものを取り出す射出成形法が最も一般的である。複雑

な形状、精密性が求められる部品・製品を安価に大量

生産できることが最大の特徴である。

大阪の地位と特徴

大阪府内「プラスチック製品製造業（別掲を除く）」

は、 事業所で、従業者数は 人、製造品出

荷額等で 億円であり、全国に占める割合は、そ

れぞれ ％、 ％、 ％である（経済産業省『平

成 年工業統計調査』、 人以上）。

大阪府の製造品出荷額等は、愛知県、茨城県に次ぐ

全国第３位であり、以下、埼玉県、静岡県、滋賀県と

続いている。 事業所あたり製造品出荷額等では、大

阪府は 億円で、愛知県 億円、茨城県 億

円、最も高いのは滋賀県 億円であり、大阪府産業

は小規模性が高い。

府内では、大阪市生野区を中心とした大阪市東部か

ら東大阪市、八尾市に多く立地している。また、全国

と比べて、電気機械器具部品や日用雑貨・食卓用品、

容器などの出荷割合が高く、輸送機械器具用製品の割

合が低いことが特徴である。本稿では、機械器具部品、

容器の景気動向を主に捉える。

生産は回復している

全国の販売動向を「プラスチック製品統計」からみ

ると、プラスチック製品販売金額は、平成 年から続

く 年間は減少傾向にあったが、平成 年には増加し

た。本年平成 年に至っては、対前年同月比で増加傾

向にある。

平成 年の受注分野別で販売金額が多い上位３製

品は、「機械器具部品」、「フィルム・シート」、「容器」

である。機械器具部品・フィルム・シートともに平成

・ 年での減少幅が大きかったが、 年では増加に

反転した。ただ、平成 年前半ではフィルム・シート

はやや減少した。

全日本プラスチック製品工業連合会の『会員景況感

調査報告（全国版）』自社業況に関する （前年同期

比）によれば、平成 年 ～ 月期以降、増加傾向に

あったが、平成 年 ～ 月期に減少に転じ、今期も

継続する。

府内企業への聞き取り調査では、自動車部品の受注

には計画生産により今のところ変化はみられないとの

ことである。ただ、広島市域における 月豪雨、大阪

北部地震の影響により大手自動車メーカーの部品生産

に関しては、一時期 ％程度の受注減少に陥り、現在

では取り戻しつつあるが受注に関するマイナス面での

影響は続く。半導体関連、医療機器は横這い受注で順

調だが、住宅設備関連では 月の台風被害による部品

の特需が始まっているという。

生産コスト上昇により収益厳しく

生産コストについては、各種樹脂原材料価格が、原

油高や社会情勢不安の影響により大幅に上昇基調であ

る。ポリプロピレンでは、国内の大手工場が火災にて

製造設備が損壊し、昨年から供給不足に陥ったことで、

材料調達が困難となっていたが、今期では回復してい

る。ただ、材料メーカーの製品種別の見直し、小ロッ

ト販売への不対応などにより、材料を仕入れる成形企

業では、生産コスト上昇と調達不安が広がっている。

前掲の自社業況に関する によれば、「材料原価・

単価」の増加は平成 年から今期まで継続しており、

～ 月期では前期に続いて増加を選択する企業は、下

落すると回答した企業数を６割程度上回り厳しい状況

が続き、業界での最大の懸念事項となっている。

府内企業への聞き取り調査では、材料調達難を回避

するために大量の材料在庫を保有することは経営を圧

迫しかねないことから、メーカーや商社との条件見直

し等をしながら、欠品対策に日々奔走しているという。

汎用プラスチックの調達には、海外商社からの輸入に

よる対応を拡大、エンジニアリング・プラスチックで

は、調達先を複数化するなどして対策の手を打ってい

るという。

また、前掲の会員景況感調査報告によれば、原材料

に関して、「価格変動の情報が欲しい。材料費アップ分

を製品単価に転嫁できるように働きかけられないか」、

「原油高と最低賃金引き上げによる影響が大きい」、
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「材料原価が値上がりして商品価格を改訂せざるを得

ない状況になり、影響が心配」、「原材料の小口着色料･

配送料の量的基準が大きくなり、多品種少量生産がな

りたたなくなっている」という。

現在のところ、資金繰りに問題はみられない

資金繰りに関しては、聞き取り調査を行なった範囲

では、特に問題は生じていない。小規模企業でも財務

状況が良好な企業に対しては金融機関側から借入れを

増やして欲しいといった要望があるという。

ただ、前掲の自社業況に関する での「総合判断」

にみられるように、～ 月期にはマイナス幅が拡大し

ており、先行き不安が出ていることから、将来的には

資金繰り対策も必要である。

府内企業への聞き取り調査では、現在資金繰りには

不安はないが、原価圧迫と材料調達に係る資金需要に

ついて事前対策が必要だとする意見が聞かれた。

採用には厳しさ

景気が堅調であったため、求職者数が減少し、生産

人員の増員を計画しても、採用段階で応募者が全くな

いという企業が多い。

府内企業への聞き取り調査では、今後の事業継続の

動きを見据えて、高校や大学の新卒採用を計画してい

るが、手詰まり感が強いという。また、採用の手段と

しては、府内の高等職業訓練校、ハローワーク、新聞

広告、チラシなど多彩な手段を活用していても応募が

ない時期があるという。そんな場合は、コストは高い

が、人材紹介会社を通じて紹介を受ける方法に頼らざ

るを得ないという。

導入やロボット導入で生産性向上を図る

設備投資は、成形機の更新や追加導入、検査機器の

充実などが進み、成形品質の向上に貢献している。

さらに、生産管理システムを導入し、品番管理や原

価管理など管理レベルにも向上がみられる。加えて、

生産人員が 名程度の小規模工場において、成形機に

センサーや無線装置をビルトインして、 化を進め、

稼働状況の把握により原価低減を積極的に進める革新

的な動きがみられる。一方、自動車部品製造工場では

そうした動きはそれほど確認できなかった。

また、成形の後工程である取出し作業や部品の配置

整列に、ロボットを導入し効率化を図る方法は、規模

が小さくてもスタンダードになりつつある。

今後の見通し

受注は堅調であるが、原材料価格は高騰し、調達難

も懸念される。生産コストは上昇しているにも関わら

ず製品価格に転嫁できる状況には至っていない。小規

模企業を中心に今後収益的には厳しい状況が到来す

るとみられる。

（松下 隆） 
※前回の調査時期は、平成 年 ～ 月期

 
表１ プラスチック製品販売金額の推移（全国）

（単位：百万円、％）

販売金額 増加率 販売金額 増加率 販売金額 増加率 販売金額 増加率

平成26年

    27年

    28年

    29年

平成30年 1～3月

4～6月

7月

8月

資料：経済産業省『プラスチック製品統計』

（注）「機械器具部品」「フィルム・シート」「容器」は上位3製品

増加率は対前年（同期）比

容器総合計 機械器具部品 フィルム・シート

 
表２ 自社業況に関する （前年同期比）

生産・売上
高

製品単価 採算
所定外
労働時間

製品在庫
材料原料
単価

総合判断

平成29年 4～6月 10.6 -6.4 -1.1 3.4 0.4 37.4 -4.2
7～9月 23.8 -6.6 -2.7 9.0 6.3 26.6 6.3
10～12月 20.9 -7.1 0.8 15.7 15.7 46.9 3.9

平成30年 1～3月 16.9 -6.5 -5.2 12.5 5.6 60.9 5.2
4～6月 13.7 4.7 -9.7 4.7 6.1 63.3 -4.7
7～9月 0.4 0.0 -18.6 1.1 -1.9 59.7 -15.3

資料：全日本プラスチック製品工業連合会『会員景況感調査報告（全国版）』、各四半期全国データ
（注１）各四半期版データからDI算出、DIは「増加（上昇、好転）割合」－「減少（下落、悪化）割合」  
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金属熱処理業

平成 年下半期から加工高は増加し、 年に入っ

ても全体として引き続き増加基調にあり、特に建設機

械などの一般機械用や、自動車用が好調である。その

一方で、ガス料金や副資材の値上げや、増産による社

員の時間外勤務の増加に伴う人件費増などが利益の圧

迫要因となっている。さらに、求人意欲が高まってい

るが、人材の確保は難しくなっている。

金属熱処理の概要  
金属熱処理は、自動車、建設機械、工作機械などの

部品となる金属材料に加熱、冷却などの熱的操作を加

えることにより、その耐久性、耐摩耗性、耐疲労性、

耐食性などを向上させるもので、機械製品の品質を大

きく左右するきわめて重要な加工法である。

熱処理の方法には、一般的な方法として、焼きなま

し、焼きならし、焼入れ、焼戻しがある。また、鋼の

表面層のみを硬化させる方法として、高周波焼入れ・

焼戻し、浸炭焼入れ・焼戻し、窒化などがある。

平成 年の加工金額の用途別の割合をみると、「輸

送機械用」 ％、「一般機械用」 ％と、これら両

用途向けが多い（経済産業省『金属加工統計調査（金

属熱処理加工月報）』従業者 人以上の事業所）。

業界の概要

機械器具メーカーなどは熱処理加工を社内で行うこ

ともあるが、専門の熱処理業の企業に外注することが

多い。これは、炉内の温度を上昇させたり、ガスを充

満させたりするのには時間を要するため、効率的な加

工を行うには、設備を 時間稼動させておく必要があ

ることや、熱処理の目的に応じて様々な処理方法があ

り、設備投資費用がかさむためである。

金属熱処理業の企業は、こうした発注先の機械器具

メーカーなどから金属材料を受け取り、それに熱処理

をする賃加工を行っている。また、熱処理後の塗装、

表面加工などの後加工まで併せて行う企業もある。

熱処理業界は、熱処理方法や対象物の大きさなどに

応じて分業が進んでいる。また、工場の立地は、加工

品が重量物であることや、熱処理工程の前後に機械加

工などがなされること、短納期が要請されることなど

から、発注先や機械加工業者が多く集まる関東、中部、

近畿地域に集中している。

大阪の地位  
年における大阪府の金属熱処理業は、事業所数 、

従業者数 人、製造品出荷額等 億 万円

であり、いずれも愛知県に次いで全国第２位、全国比

はそれぞれ ％、 ％、 ％である〔経済産業

省『平成 年工業統計表（地域別統計表）』従業者４

人以上の事業所〕。

需要用途における大阪の特徴としては、熱処理業界

において最も受注量の大きい自動車用の割合が比較的

低く、建設機械や工作機械など一般機械用の割合が高

いことがあげられる。

受注は旺盛な需要を背景に増加傾向

平成 年下半期から加工高は全体として増加傾向

にある。特に建設機械などの一般機械用、自動車を中

心とする輸送機械用は引き続き好調である。

この背景には、東京オリンピックや天災復旧などの

ため国内での中・小型の建設機械部品や中国向けの建

設機械部品、北米やアジア向けの自動車用部品、中国

向けのロボットなどの産業機械用油圧機器部品などの

需要が増えていること、熱処理を社内で行っている機

械器具メーカーが設備投資の判断を先送りして様子見

をする中で、熱処理業者への外注量を増やしているこ

となどがある。

こうした受注の増加により工場はフル稼働状態の企

業が多い。通常は 時間炉を稼働させているある企業

では、毎年ゴールデンウイークには炉を停めているが、

今年は受注をこなすため、停めなかったという。

一方でガス料金や副資材、人件費等のコストは上昇

このように受注が好調で各社の売上げは増えている

が、一方でコストが上昇している費目もある。

ガス炉を使用するある企業では、ガス料金が１年前

に比べて ～ ％上がっている。また、ガス炉と電気

炉を併用するある企業でも、電気料金は横ばいである

が、ガス料金は１年前に比べて ％上がっている。

また、洗浄剤、焼入油、冷却剤といった副資材は原

油価格に比例して１年前に比べて ～ ％、また治工

具の調達費も、外注先の職人の工賃アップにより ％

程度上がっているという声も聞かれた。

運送コストについては、ある企業では、ガソリン価

格や宅配便料金の値上げにより、１年前に比べて３～

４％アップとなっている。大阪府外にも複数の工場を

もつ別の企業では、インターネットで全工場のデータ

を本社で一元管理し、工場間の輸送を行うトラックの

積載効率を高めている。しかしそれでも、トラックの

燃料費の上昇により、輸送コストは１年前より約 ％

上がっているという。

さらに受注増に伴って人件費も増加している。ある

企業では、休日出勤や残業などの時間外勤務の増加や、

パートや派遣社員の増員により、人件費は対前年比約

６％増となっている。

このようにコストが上がった費目があるが、一方で

電気料金は下がったという企業もみられる。エネルギ

ーの多くを電気に依存するある企業では、電力自由化

を背景とする電力会社からの値下げの申し出などによ

り、「電気料金は１年前より約７％下がった」という。

こうした中で、上述のようにコストアップしている

費目もあるが、好調な受注を背景に増収増益となり、
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金属熱処理業

平成 年下半期から加工高は増加し、 年に入っ

ても全体として引き続き増加基調にあり、特に建設機

械などの一般機械用や、自動車用が好調である。その

一方で、ガス料金や副資材の値上げや、増産による社

員の時間外勤務の増加に伴う人件費増などが利益の圧

迫要因となっている。さらに、求人意欲が高まってい

るが、人材の確保は難しくなっている。

金属熱処理の概要  
金属熱処理は、自動車、建設機械、工作機械などの

部品となる金属材料に加熱、冷却などの熱的操作を加

えることにより、その耐久性、耐摩耗性、耐疲労性、

耐食性などを向上させるもので、機械製品の品質を大

きく左右するきわめて重要な加工法である。

熱処理の方法には、一般的な方法として、焼きなま

し、焼きならし、焼入れ、焼戻しがある。また、鋼の

表面層のみを硬化させる方法として、高周波焼入れ・

焼戻し、浸炭焼入れ・焼戻し、窒化などがある。

平成 年の加工金額の用途別の割合をみると、「輸

送機械用」 ％、「一般機械用」 ％と、これら両

用途向けが多い（経済産業省『金属加工統計調査（金

属熱処理加工月報）』従業者 人以上の事業所）。

業界の概要

機械器具メーカーなどは熱処理加工を社内で行うこ

ともあるが、専門の熱処理業の企業に外注することが

多い。これは、炉内の温度を上昇させたり、ガスを充

満させたりするのには時間を要するため、効率的な加

工を行うには、設備を 時間稼動させておく必要があ

ることや、熱処理の目的に応じて様々な処理方法があ

り、設備投資費用がかさむためである。

金属熱処理業の企業は、こうした発注先の機械器具

メーカーなどから金属材料を受け取り、それに熱処理

をする賃加工を行っている。また、熱処理後の塗装、

表面加工などの後加工まで併せて行う企業もある。

熱処理業界は、熱処理方法や対象物の大きさなどに

応じて分業が進んでいる。また、工場の立地は、加工

品が重量物であることや、熱処理工程の前後に機械加

工などがなされること、短納期が要請されることなど

から、発注先や機械加工業者が多く集まる関東、中部、

近畿地域に集中している。

大阪の地位  
年における大阪府の金属熱処理業は、事業所数 、

従業者数 人、製造品出荷額等 億 万円

であり、いずれも愛知県に次いで全国第２位、全国比

はそれぞれ ％、 ％、 ％である〔経済産業

省『平成 年工業統計表（地域別統計表）』従業者４

人以上の事業所〕。

需要用途における大阪の特徴としては、熱処理業界

において最も受注量の大きい自動車用の割合が比較的

低く、建設機械や工作機械など一般機械用の割合が高

いことがあげられる。

受注は旺盛な需要を背景に増加傾向

平成 年下半期から加工高は全体として増加傾向

にある。特に建設機械などの一般機械用、自動車を中

心とする輸送機械用は引き続き好調である。

この背景には、東京オリンピックや天災復旧などの

ため国内での中・小型の建設機械部品や中国向けの建

設機械部品、北米やアジア向けの自動車用部品、中国

向けのロボットなどの産業機械用油圧機器部品などの

需要が増えていること、熱処理を社内で行っている機

械器具メーカーが設備投資の判断を先送りして様子見

をする中で、熱処理業者への外注量を増やしているこ

となどがある。

こうした受注の増加により工場はフル稼働状態の企

業が多い。通常は 時間炉を稼働させているある企業

では、毎年ゴールデンウイークには炉を停めているが、

今年は受注をこなすため、停めなかったという。

一方でガス料金や副資材、人件費等のコストは上昇

このように受注が好調で各社の売上げは増えている

が、一方でコストが上昇している費目もある。

ガス炉を使用するある企業では、ガス料金が１年前

に比べて ～ ％上がっている。また、ガス炉と電気

炉を併用するある企業でも、電気料金は横ばいである

が、ガス料金は１年前に比べて ％上がっている。

また、洗浄剤、焼入油、冷却剤といった副資材は原

油価格に比例して１年前に比べて ～ ％、また治工

具の調達費も、外注先の職人の工賃アップにより ％

程度上がっているという声も聞かれた。

運送コストについては、ある企業では、ガソリン価

格や宅配便料金の値上げにより、１年前に比べて３～

４％アップとなっている。大阪府外にも複数の工場を

もつ別の企業では、インターネットで全工場のデータ

を本社で一元管理し、工場間の輸送を行うトラックの

積載効率を高めている。しかしそれでも、トラックの

燃料費の上昇により、輸送コストは１年前より約 ％

上がっているという。

さらに受注増に伴って人件費も増加している。ある

企業では、休日出勤や残業などの時間外勤務の増加や、

パートや派遣社員の増員により、人件費は対前年比約

６％増となっている。

このようにコストが上がった費目があるが、一方で

電気料金は下がったという企業もみられる。エネルギ

ーの多くを電気に依存するある企業では、電力自由化

を背景とする電力会社からの値下げの申し出などによ

り、「電気料金は１年前より約７％下がった」という。

こうした中で、上述のようにコストアップしている

費目もあるが、好調な受注を背景に増収増益となり、

採算性は向上している企業が多い。

設備投資意欲も高まる

需要の拡大を背景に設備投資意欲も高まっている。

ある企業では、ここ数年、設備投資をして増産に対応

しているが、それでもすぐにフル稼働となり、生産が

追いつかないという。こうした業界での設備投資意欲

の高まりを背景に、炉などの設備はこれまでは発注し

て４～５か月で納入されたが、現在は納入まで約 年

はかかるという声も聞かれた。

熱処理は保有する設備次第で可能な加工法が限定さ

れることから、同業者が保有している設備を導入する

よりも、ニッチな分野に対応できる設備の導入を進め

る企業もある。また、測定、分析能力の向上のため、

検査機器の充実を図る動きもみられる。

困難な人材確保

受注増による業務量の増加に伴って、社員採用の動

きは活発化しているものの、売り手市場のため、人材

確保が困難になりつつある。

ある企業では大学新卒者向けの会社説明会の回数や、

内定者数をこれまでの倍にしたが、採用予定者数を確

保できなかったという。別の企業では、新卒市場より

も転職市場からの方が採用しやすいことから、新卒に

こだわらず採用していく方針に転換した。また、ある

企業では、人材紹介会社等も使って社員を確保してい

るが、現場では不足感があるという。

こうした中で、女性や高齢社員の活用の拡大のほか、

社員の定着率向上のため、職場環境や就労条件の改善

に精力的に取り組む動きがみられる。ある企業では残

業削減、有給休暇の取得促進を今年度の最重要経営方

針にあげており、その円滑な実現のために社員の多能

工化を進めている。

今後の見通し

今後の見通しについては、受注が減る気配はなく、

来年 月の消費税増税まではこのまま高止まりで推

移するのではないかとみる企業もある。一方、８月も

９月も増収ではあったが、鉄鋼メーカーの生産量が落

ちていることなどから、先行きは不透明とみる企業も

ある。中小零細業者の顧客が多いある企業では、今後

も車関係は堅調とみられるが、比較的規模の小さい企

業からの発注量は減ってきており、今後発注先の業績

格差が広がっていくのではないかとみている。

こうした中で、「現在市場に出てきている熱処理の仕

事をできるだけ取り込んで受注基盤を強化し、景気後

退時の落込みをできるだけ小さくするよう取組を進め

る」、「加工品質を磨き上げていくことが最重要であり、

そのために社員の教育訓練や設備の更新を進める」、

「『今ある仕事が 年後もあると思うな』との考えか

ら、低価格の受注競争に陥らないよう、事業分野の選

択と集中によって自社の独自性を高める」など、各社

は増収が続く中でも、将来を見据えた取組を着実に推

進していこうとしている。

（須永 努）

※前回の調査時期は、平成 年４～６月期

 

構成比（％） （人） 構成比（％）（百万円） 構成比（％）

愛　知
大　阪
兵　庫
静　岡
三　重
神奈川
群　馬
埼　玉

全　国

資料：経済産業省『平成29年工業統計表（地域別統計表）』
（注）平成28年の製造品出荷額等が100億円以上の府県。
　　　従業者４人以上の事業所。

金属熱処理業の製造品出荷額等の上位府県の状況

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

金属熱処理加工金額の推移（全国） （単位：百万円、％）

合計
輸送機械用 一般機械用 精密機械用 電気機械用 金属製品用

前年比 前年比 前年比 前年比 前年比 前年比
平成 25年
　　　26年26年
　　　27年27年
　　　28年28年
　　　29年29年
28年 1～3月

4～6月
7～9月
10～12月

29年 1～3月
4～6月
7～9月
10～12月

30年 1～3月
4～6月
7月
8月

資料：経済産業省『金属加工統計調査（金属熱処理加工月報）』
（注）従業者20人以上の事業所。
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産業機械器具卸売業

堅調な需要を背景に、販売額は、29年以降堅調に推

移してきた。こうした状況の下で、仕入価格も上昇し

てきたが、販売価格への転嫁は遅れており、収益率が

低下している。これに対して、自社生産や輸入品の取

扱で収益を確保している企業がみられる。

30年の７～９月期に入って、一部に受注がやや減速

してきたという企業もみられ、今後の経済環境変化に

注意する必要がある。

業界の概要

産業機械器具卸売業は、産業機械器具を仕入れ、他

の卸売業や産業用使用者に販売する産業である。

機械器具・工具は、用途、材質、寸法等によって様々

な製品が存在する。機械器具・工具以外でも切削油、

ホース、手袋など工場等で使われる商品を幅広く扱う

場合も少なくない。そうした企業の中には、年間販売

額が1,000億円を超える大手企業がある一方で、各専

門分野に特化した商品を取り扱う小規模企業や地域ユ

ーザーに密着した零細企業が多数存在している。平成

28年の経済センサス活動調査によると、従業者４人以

下の事業所で46％を占め、９人以下では４分の３に達

しており、零細規模の割合が大きい。

流通経路は、一次卸商が、メーカー等から仕入れた

商品を二次卸商（直需店、小売店）に販売し、そこか

らユーザーとなる工場等へ販売される経路が代表的で

あるが、一次卸商がユーザーに直接販売する場合や、

通常は二次卸商となっている直需店が、特定の商品に

ついてはメーカーの代理店として直接仕入れるなど多

様である。輸入品の取扱は、一部で行なわれているも

のの、国内メーカーが高い競争力を保持しており、精

度や耐久性などの観点から、安価な輸入品の取り扱い

は、あまり進んでいない。

商品の配送は、自社の従業員が行ったり、専業者へ

の外注、宅配便を使った配送をしたりしている。

大阪の地位と特徴

大阪府内「産業機械器具卸売業」は、2,802 事業所

で、従業者数は35,126人、年間商品販売額は３兆4,214

億円であり、全国に占める割合は、それぞれ 9.5％、

11.2％、12.6％である（表１）。

大阪府の年間商品販売額は、東京都に次ぐ全国第２

位であり、以下、愛知県、神奈川県、福岡県が続いて

いる。

府内では、西区立売堀界隈を中心とした大阪市に６

割の事業所が立地しており、機械器具卸団地がある東

大阪市がそれに次ぐ。

受注先は、大手企業や専門化した元卸では全国で販

売しているが、小規模な元卸や二次卸では、府内や近

畿が中心である。ただし、受注先メーカーの工場立地

が広域化する中で、販売エリアが近畿の外延部や中部

地方、海外まで広域化するケースも少なくない。

販売は堅調

経済産業省「商業動態統計調査」から全国の販売額

をみると、27年、28年と減少していたが、29年に増

加に転じ、30年４～６月期には前年同期比9.5％増と

好調に推移した（表２）。７～９月にはやや減速するも

のの4.4％の増加率であり、堅調に推移している。

府内企業への聞き取り調査でも、売上が横ばいとい

う企業もあるが、１割前後増加しているという企業が

多い。リーマン・ショック前の水準を10年かけて取り

戻し、過去最高の販売額が射程に入ってきたという企

業もある。地域的には、以前は、大阪府の需要が関東

や中部よりも弱いという話が聞かれたが、昨今は、関

東や中部に劣らず堅調に推移しているとされる。

堅調な需要を支える要因は多様である。近年の売上

は、ものづくり補助金を活用した設備投資が下支えし

てきたが、このところは人手不足や働き方改革といっ

た動きを背景に、生産性向上のため自動化や生産ライ

ン変更に伴う需要が増えている。また、頻発する自然

災害に対応する工事に絡む受注も出ている。最終ユー

ザー別では、自動車業界向けが牽引しているとみる向

きが多い。

収益率は二極化

販売単価は、受注先からの値引き要請があり、これ

までは低下気味であった。一方、仕入単価については、

このところの堅調な需要を背景に、メーカーによって

は10～20％引き上げというケースもある。これに対し

て、販売価格への転嫁を順調にできているという企業

がある一方で、転嫁に遅れが出ており、収益率の低下

につながっているという声がある。

また、物流を外注している場合には、そのコスト上

昇を販売価格に転嫁することが難しく、コスト上昇要

因となっている。自社配送している場合でも、運転手

の給与については、運送業界における同職種の給与水

準が上昇していることから、離職を防ぐために、賞与

など何らかの形態で対応が必要になっており、人件費

が増加する要因である。
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加に転じ、30年４～６月期には前年同期比9.5％増と

好調に推移した（表２）。７～９月にはやや減速するも

のの4.4％の増加率であり、堅調に推移している。

府内企業への聞き取り調査でも、売上が横ばいとい

う企業もあるが、１割前後増加しているという企業が

多い。リーマン・ショック前の水準を10年かけて取り

戻し、過去最高の販売額が射程に入ってきたという企

業もある。地域的には、以前は、大阪府の需要が関東

や中部よりも弱いという話が聞かれたが、昨今は、関

東や中部に劣らず堅調に推移しているとされる。

堅調な需要を支える要因は多様である。近年の売上
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ザー別では、自動車業界向けが牽引しているとみる向
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販売単価は、受注先からの値引き要請があり、これ

までは低下気味であった。一方、仕入単価については、

このところの堅調な需要を背景に、メーカーによって

は10～20％引き上げというケースもある。これに対し

て、販売価格への転嫁を順調にできているという企業

がある一方で、転嫁に遅れが出ており、収益率の低下

につながっているという声がある。

また、物流を外注している場合には、そのコスト上
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準が上昇していることから、離職を防ぐために、賞与

など何らかの形態で対応が必要になっており、人件費

が増加する要因である。

 
 

収益率は低下気味であるものの、販売が堅調なため

に利益額は横ばい、若しくは増加している企業が多い。

ある企業では、自社でニッチな商品の生産を手掛けた

り、海外で委託生産した商品を輸入したりすることで、

収益率を引上げ、増益につなげている。別の企業でも

相見積もりをとるなど、品質を落とさず少しでも安価

に仕入できる仕入先を開拓するなどにより収益率を引

上げている。

インターネット販売への対応は様々

近年、消耗需要品だけでなく、工具や計器類などを

インターネット等で通信販売する企業があり、売上を

伸ばしている。一次卸商については、そうした流通経

路での販売が増えているというケースもある。

一方、二次卸商については、売上減少要因となる側

面があるものの、納品方法・場所等でのきめ細かな対

応や、一括納品の利便性から売上げはほとんど減って

いないという声も聞かれる。

雇用は一部に積極的な企業がみられる

取扱品目が多岐わたり幅広い商品知識が求められ

るため、営業担当として自立できるには３～５年は必

要との見方が強い。退職者も定期的に生じるため、人

材が不足気味という企業が多いが、労働需給が逼迫し

ており、昨今では採用が難しい状況である。

給与面では、売上が好調であることから、冬の賞与

を増やすという声が聞かれた。

設備投資は一巡

２～３年前に事業所の拡張や物流関連施設の建て

替えをしたという事例や、受発注システムを一新した

という事例はみられたが、そうした設備投資が一巡し

たという企業が多い。今年度については、パソコンや

ソフトウェアの定期更新はあるものの、大掛かりな投

資をしたという企業はみられなかった。

大阪北部地震と台風21号の影響

台風 21 号で、屋根に取り付けた付帯設備が吹き飛

ばされ企業では撤去費用に数十万円の費用が発生した。

また、交通機関が止まった影響で、出社した従業員が

帰宅できないといった事態が生じた。

売上については、今回の聞き取り調査の範囲では、

ほとんど影響はなかった。地震・台風発生当日は営業

ができなかったものの、その分を後日受注できたとみ

られる。一方、台風で破損した商品やブルーシート等

についての受注があったという企業もあるが、極めて

少額であったという。仕入先のメーカーの生産に遅れ

が生じれば、売上減少要因となるが、そうした影響も

現れていない。

今後の見通し

受注は現時点では堅調であり、機械類など納期が長

い商品については受注残もあることから、年末にかけ

て底堅く推移していくとの見方が多い。

一方で、受注の伸びは鈍化し、今後は横ばい推移す

るとの見方も少なくない。個別分野では、これまで受

注が急速に伸びていた半導体製造装置関連向けの受注

が、このところ落ち着いた動きになっているという。

米中貿易摩擦の動向など世界情勢の変動について

は、輸出を行なう割合が低いことから直接的な影響を

被る訳ではないが、最終ユーザーの設備投資マインド

に影響すれば、受注が頭打ちになっていくことが懸念

される。

（町田 光弘） 
※前回の調査時期は、平成26年１～３月期

 
表１ 産業機械器具卸売業（平成28年）

(単位：事業所、人、百万円、％)

大阪府 全国
大阪府の
全国シェア

事業所数 2,802 29,559 9.5

従業者数 35,126 313,770 11.2

年間商品
販売額

3,421,404 27,114,353 12.6
 

資料：総務省「平成28年経済センサス活動調査（産業別集計：

卸売業，小売業に関する集計）」

（注）管理，補助的経済活動のみを行う事業所、産業細分類が格

付不能の事業所、卸売の商品販売額の金額が無い事業所は含まず。 
 
表２ 産業機械器具卸売業販売額の推移（全国）

（単位：10億円、％）

販売額 前年比

平成25年 12,014 -3.1

26 12,075 0.5

27 11,614 -3.8

28 10,742 -7.5

29 11,170 4.0

30年1～3月 3,048 8.4

4～6月 2,846 9.5

7～9月 2,915 4.4

年 月

 
資料：経済産業省「商業動態統計調査」

（注）30年7～9月は速報値
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